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我が国襲造業のロジスティクス展開
宮下國生
I はじめに
すでに私は，アメリカ， EC,ASEAN,および NIESに立地する我が国
現地製造業のロジスティクス行動の基本的メカニズムを， 1987~88年の 2年
間にわたって考察した！）。本稿では，さらにこれに1989~90年の 2年を加え
た4年間において，このメカニズムがどのように変化しつつあるのかを分析
しよう 2)0
後に見るように，各地域に立地された我が国の現地製造業の利益率は，基
本的には，日本・現地•第三国よりの調達構造と日本・現地•第三国への販
売構造によって規定されている。ここでは，利益率に対して，調達構造か販
売構造かのいずれが積極的なプラスの効果を生むかに応じて， 「調達重視型
ロジスティクスシステム」と「販売重視型ロジスティクスシステム」を区別
しよう。アメリカおよびECの現地製造業は，この区別を用いれば販売重視
型ロジスティクスシステムを採用しており，これに対し NIESとASEAN
の現地製造業は調達重視型ロジスティクスシステムのもとで運営されてい
る。この点は1I節と1I節の分析によって明らかになる。
1)宮下國生「国際物流とロジスティクス・ネットワーク」「海運経済研究」 26号，
1992年9月， 65-84ペー ジ。
2)我が国製造業がグローバルなロジスティクス戦略を展開しうる背兼には，国際物
流業の規制緩和がある。例えば，東海林滋「国際交通における自由化の流れ一ー産
業政策から新しい市場政策ヘーー」「交通学研究／1992年研究年報」 1993年3月，
73-85ペー ジを参照されたい。
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I 販売重視型ロジスティクスシステム
ーアメリカと ECの現地製造業ー一
1. アメリカ現地製造業の行動モデル
(1) 自己完結型安定システムの構築
アメリカに立地する我が国企業の製造業現地法人の1987~88年度における
因果連鎖行動モデルにしたがえば，そのモデルの特徴を次のようにとらえる
ことができる3)。
第1に，アメリカの現地製造業の売上高・仕入比率（＝売上高／仕入高）
は，日本よりの調達行動，現地での販売行動および第三国への販売行動によ
って基本的に決定されている。
第2に，売上高経常利益率（＝経常利益／売上高）には，売上高・仕入比
率と第三国よりの調達率の 2要因が作用している。このうち第三国よりの調
達率は利益率とは負の因果関係をもつ。したがって第三国よりの調達率を減
少させることが現地法人の利益率を向上させる上で望ましい。
第31こ，売上高・仕入比率は，日本よりの調達と第三国への販売（いずれ
もマイナスの作用）および現地販売（プラスの作用）によって基本的に支え
られているという事情を考慮すれば，アメリカの現地法人にとって望ましい
行動戦略は，マイナスの作用を除去してむしろ利益に対する中立要因である
現地調達を増大して，この調達品（部品あるい製品）を現地で販売すること
である。そのようにすれば貿易摩擦のかなりのものが回避されるであろう。
アメリカの現地法人のグローバルなネットワーク化についてみると，日本
への販売は全く作用していない。したがって現地生産は日本への販売すなわ
ち日本への逆輸入を考慮したものではなく，日本のプロダクトサイクルのレ
ベルと同じレベルの製品がアメリカで生産されていることを示している。
このようにみるとアメリカ現地製造業のロジスティクスのグローバルネッ
3)前掲拙稿， 73-76ページ。なお我が国製造業の海外事業活動については，通産省
「我が国企業の海外事業活動（第18• 19回）」 1990i目昌載デー タによる。
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トワーク化は内生的に構築されてもおらず，また外生的刺激にも反応してい
ない。それは， 日本よりの調達，現地調達および現地販売を軸に他地域とは
独立して自己完結的に構築されてきたことがわかる。現実のデータもこの点
を強く支持している。アメリカに対する我が国の直接投資が量的にも時期的
にも他地域に比して先行したからである。後にみる他地域の現地製造業の行
動モデルに比してアメリカのモデルは簡潔でありながら，比較的高い決定係
数を達成している理由もここにある。その結果， 日米間の組織型物流システ
ムという安定的メカニズムが整合的に生み出されることになる。しかし，今
後もこのような自己完結型の安定的メカニズムが維持されていくかどうかに
は疑問がある。
(2) 自己完結型からオープン型システムヘ —厳しい現地経営ー一
1987~90年にわたるアメリカに立地する我が国の現地製造業の行動モデル
は図 1に示しているとおりである。同図は，（1）売上高・仕入比率，（2）売上高
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図1 アメリカ現地製造業の因果連鎖行動モデル： 1987~9~度
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経常利益率および，（3）第三国への販売比率に関する 3つの関数の単純最小二
乗推定法にしたがう推定結果4)を， 因果連鎖型に結合して示したものであ
る。推定にあたっては， 1987~90年の 4年度にわたる製造業9業種について
の36のサンプル・パネルデークを用いている 5)。矢印の方向は因果の流れを，
これに付けられた数値は結果（被説明変数）に対する原因（説明変数）の弾
性値を，符号は弾性値の変化の方向を，また添字 a,b, c, dは弾性値の有
意性（それぞれ 1, 5, 10および20彩）を示す。なお 3つの推定式の掲載は
省略するが，推定はすべて指数関数型に特定化していない線形 1次式に適用
しているため，弾性値は推定式の係数の値ではなくて，いわゆる平均的弾性
値（推定式の係数の値に説明変数の合計を乗じたものを被説明変数の合計で
除したもの）を用いている。しかしそこに付けられた有意性の基準は，推定
式の係数値の t値のレベルにしたがっている。なお楕円形で囲まれた変数は
説明変数を，また矩形で囲まれた変数は被説明変数を示す。
このモデルにおいて最終的に売上高経常利益率の決定にかかわる要因は 7
つあり，このうち売上高・仕入比率と第三国への販売率は，それぞれ因果連
鎖のプロセスにおいて，同時に被説明変数にもなっている。このように行動
モデルの組立は， 2年間推定とは基本的には異ならない。しかし弾性値には
かなりの変化がみられる。
まず，売上高・仕入比率が売上高経常利益率に及ぽす作用は，先に 2年間
推定でみたように1987~88年にかけて弾性値でとらえて 8.05から5.6へと低
下していた。 4年間推定ではこの傾向は一層明確となり， 1987~89年では
4) 1987~89年におけるアメリカ現地製造業の行動モデルの推定結果は次のとおりで
ある。 (1)売上高・仕入比率関数： RB2=0.702, SE=O. 25, (2)売上高経常利益率関
数： RB2=0.895, SE=l. 83, (3)第三国への販売関数： RB2=0.679, SE=l. 61。
なおパネルデータのためダービンワトソン統計量は掲載していない（以下同じ）。
5) 1987~88年度データについては，通産省『我が国企業の海外事業活動（第18• 19 
回）」前掲による。 89年度データは，通産省「第4回海外直接投資総覧」 1991年に
よる。また90年度データは，通産省「我が国企業の海外事業活動（第21回）』 1992
年による。
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4.03また1990年には2.87のレベルにある。これは売上に占める経常利益の割
合が減少し，その結果アメリカでの現地製造業の経営が一段と厳しい状況に
向かっていることを示唆している。とりわけ売上高・仕入比率の現地販売率
弾力性（図2参照）が大幅に低下し， 90年にはついにはマイナスの符号へ転
じた状況は，販売重視型ロジスティクス戦略を重視するアメリカの現地製造
業にとって経営の根幹を揺るがす問題である。
売上高経常利益率に直接作用するもう一つの要因であるアメリカ現地製造
業の第三国よりの調達率弾力性は， 2年間推定と同様にマイナスの符号をも
っているが，弾性値の絶対値は4年間推定では大幅に減少し，きわめて非弾
力的レベルを推移している。第三国よりの調達行動が経常利益率を大幅に低
下させる可能性はほとんど消えたといってよい。この点は，弾性値において
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図2 アメリカ現地製造業の売上高経常利益率の決定因弾性値の推移
(1987～叩年度）
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2.59 (87年度）と1.87 (88年度）をとった 2年間推定では全く浮彫りにされ
ていなかったのである。 したがってアメリカ現地製造業は調達先として，
EC, ASEAN, NIESのいずれがふさわしいかを模索する時期に来ている。
それには自己完結型物流システムがネックとなるであろう。
一方，アメリカ現地製造業の第三国への販売先は ECと ASEANであ
る。このうち ECへの販売増は利益率にプラスに作用するのに対し，ASEAN
への販売増は逆の結果を生んでいる。しかし90年度の弾性値でみると，利益
率のASEANの販売弾性値は(-)0.116で，ゼロに近づいており，いずれは
プラスに転ずるであろうから，長期的には ASEANを有望な販売先と位置
づけた方がよいだろう。また同様の ECへの販売弾性値は 0.365である。こ
の値は低レベルで， しかも下向トレンドにあるけれども，当面はECとの間
の物流ネットワークの維持に努める必要がある。この面からもオープン型シ
ステムの強化が重要な課題であることがわかる。
それでは貿易摩擦の原因で，ローカルコンテンツと対立する日本よりの調
達率はどのような役割を果たしているのだろうか。その売上高経常利益率弾
力性は， 4年間推定では87年度の(-)0.991から90年度の(-)0.171へと減少
している。この大きな原因は，売上高・仕入比率の日本よりの調達率弾力性
が90年度に(-)0.0595というゼロに近いレベルに急落したことにある。まさ
に日本よりの調達率は， アメリカ現地製造業の売上高・仕入比率のみなら
ず，その売上高経常利益率に対しても，実質的に中立的な要因へと変化した
のである。日本よりの調達率の変化の動向が，アメリカ現地製造業の経営の
根幹を揺がす要因ではなくなったのである。
そうであれば，アメリカとの貿易摩擦を回避しようとするアメリカ現地製
造業は，日本よりの調達率を減少して，アメリカでの現地調達率を増加する
であろう。なぜなら現地調達率も利益率に対する中立的要因であるからであ
る。ところが全製造業平均の89年度の現地調達率は42.9％であり， 87年度の
比率43.1％とほぼ同じレベルにある。では業種別に事態はどう推移している
のであろうか。
我が国製造業のロジスティクス展開（宮下） (375)143 
サンプルに含まれる 9つの業種のうちで， 90年度の現地調達率のレベルが
87年度のそのレベルを上まわった業種は， 食品， 繊維， 一般機械， 輸送機
械，精密機械の 5つの業種であり， 他方これらとは逆の関係を示した業種
は，化学，鉄鋼，非鉄，電機機械の 4業種である。しかしすでにふれたよう
に食品，繊維，化学，鉄鋼，非鉄の低付加価値5業種はすでに87年度に66.2
~89.9彩の高い現地調達率をもち，とりわけ前三者の業種の現地調達率は89
年度には95彩を上まわっている。したがってこれらの 5業種についての調達
比率の変動はいずれも大きな意味をもたない。むしろここで問題になるの
は， 87年度の現地調達率が24.2~38.7%のレベルにあった一般機械，輸送機
械，精密機械，電機機械の高付加価値4業種であり，このうちで90年度の現
地調達率が87年度のこの率を下まわっているのは電機機械業のみである（図
3参照）。
このように現地調達率を上昇して貿易摩擦を緩和する戦略は業種の相違を
問わず一般的戦略になっている。それは成熟した業種について特にそうであ
（％） 
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図3 高付加価値アメリカ現地製造業の現地調達
率の推移
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る。電機機械業の現地調達率の上昇率が鈍い理由は，この業種の中に成熟産
業としての家電産業と革新的産業としての半導体産業が混在しているからで
ある。 日本企業のアメリカでの現地生産に関する調達では， 半導体産業で
は，とりわけシリコンウェハーなどの前工程の基幹部品は日本からの調達に
依存しているケースが一般的である。これは，日本の半導体企業が高集積度
のDRAMゃSRAMといったメモリー製品分野において，他国を上まわる
圧倒的な技術優位をもつからである 6)。 このような革新的産業ではローカル
コンテンツは基本的に問題にならない。この問題が重要になるのは，アメリ
力と競合する製品を生産する分野である。ローカルコンテンツの比率の高さ
は，このような競合性で測った産業の成熟度に比例するといってよいであろ
う。
我が国企業のアメリカ現地製造業は，厳しい現地経営の実態に直面して，
基本的には現地調達率を上昇しつつ，従来の自己完結型物流システムを第三
国にもオープンなシステムヘと革新する必要に迫られていると結論できる。
2. EC現地製造業の行動モデル
(1) グローバルな補完ネットワークシステム
ECの現地製造業の(1)売上高・仕入比率，（2）売上高経常利益率および(3)第
三国への販売率の 3つの決定関数の1987~88年の推定結果7)にもとづいて，
EC現地製造業の行動が販売重視型ロジスティクスモデルに入れられた理由
は，現製販売率，日本への販売率および第三国への販売率が，いずれも売上
高経常利益率に対してプラスの変動効果を与えるからである。これに対し，
調達率の同様の作用はマイナスの効果を生んでいる。
EC現地製造業はアメリカの現地製造業と比較すると広汎なグローバルネ
ットワークを築いている。特にそれは 2つの面より注目される。第 1は， 日
6)例えば，安保哲夫編著『日本企業のアメリカ現地生産」東洋経済新報社， 1988年，
158および170-171ペー ジ参照。
7)前掲拙稿， 77ペー ジ参照。
我が国製造業のロジスティクス展開（宮下） (377)145 
本への販売行動の強化がECの利益率を改善すること， したがってECの現
地製造業の製品と日本製品は競合せず，両者のプロダクトサイクルのレベル
が補完関係にあることである。第2は， ECの第三国への販売行動について
みると， ECの現地製造業の製品と ASEANとNIESの同様の製品は競合
せず， EC製品が ASEANとNIESの現地製造業において調達されている
ことである。したがって， EC製品は， 日本， ASEAN,NIESの製品とグ
ローバルな補完ネットワークを形成している。これはアメリカのネットワー
クが自己完結的で閉鎖的であったのと比較すれば大きな特徴である。しかし
ECの地位は次節にみるアジアの現地法人のダイナミックな動きによって大
きく変わろうとしている。 EC統合の動きもまたこのような調整的な EC現
地製造業のロジスティクスシステムに対して強い制約を課すことになろう。
EC現地製造業はこのような動きにどう対処しようとしているのであろう
か。この点を4年間推定より探ってみよう。
(2) 遅れる現地調達システムの構築
1987~90年度における36のパネルデークを用いたEC現地製造業の行動モ
デルの推定結果（図 4参照）は叫 基本的には 2年間推定と同様の構成をと
っているが，その中では NIES現地製造業の売上高・仕入比率が EC現地
製造業の第三国への販売率を抑制する要因として新たに機能している点が注
目される。これは 2年間推定では潜在的に隠れていた状況が顕在化したもの
であるとみられる。 EC現地製造業の第三国への販売関数には，新たに付加
された逆行的作用をもつこの要因の他に，従来から顕在的に作用している
ASEANと NIESの現地製造業の第三国への調達率の要因が作用してい
る。これら 2つの調達率要因に関する第三国への販売率弾力性はともに正の
符号をもち，しかも弾性値はほぽ等しいレベル (0.2815と0.2754)にある。
NIES製品は ASEAN製品とともに EC製品とは補完的な調達関係にあ
8) EC現地製造業の行動モデルの推定結果は以下のとおりである。 (1)売上高・仕入
比率関数： RB2=0.394, SE=O. 57, (2)売上高経常利益率関数： RB2=0.414, SE 
=3. 90, (3)第三国への販売率関数： RB2=0.719, SE=lO. 58。
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図4 EC現地製造業の因果連鎖行動モデル： 1987~9~度
ることがわかる。 したがって NIES現地製造業の売上・仕入比率がたとえ
増加しても， ECの第三国（例えば NIES)への販売が必ずしもふえないと
いう新たに顕在化した因果経路の意味は， NIES現地製造業の仕入面に問題
があるのではなくて，それがEC製品を販売するシステムの方に欠陥がある
ということである。 NIES現地製造業の販売物流ネットワークの効率化が，
EC現地製造業にとって望まれるものである。 この点を浮彫りにさせた点
で， 4年間推定は意義がある 9)0 
売上高・仕入比率と売上高経常利益率の 2関数の決定因弾力性は，後者の
現地調達率弾力性を除いて経年的変化はない。またこの現地調達率弾力性も
90年度には87年レベルに戻っている。したがってEC現地製造業のロジステ
ィクスシステムは， 4年間のうちに激しい構造変化をみせたアメリカ現地製
9) 2年間推定でみられた「EC現地法人の第三国への販売率」の「NIES現地法人
の第三国よりの調達率」弾性値0.159と『ASEAN現地法人の第三国よりの調達率』
弾性値0.258の間にみられる差の原因は，実は，この時には顧在化していない NIES
現地製造業の非効率的販売物流ネットワークの機能に帰せられるであろう。
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造業のシステムに比してはるかに安定している。もっとも先に 2年間推定で
求めた弾性値と比べると， 4年間推定の弾性値は若干変動している。これを
売上高経常利益率に対する最終的作用で測定すると， 87年度の値は表 1のよ
うである。
表 1は， EC現地製造業が販売面を重視したロジスティクスシステムを広
汎に構築していることを確認させる反面において，とりわけ現地調達ヽンステ
ムに大きな改善の余地のあることを示唆している。 ECの経済統合に対応す
る戦略は必ずしも十分とはいえないであろう。
I 調達重視型ロジスティクスシステム
ーASEAN と NIES の現地製造業—
1. ASEAN現地製造業の行動モデル
(1) 優れた調達組織と利益調整力
ASEANに立地する我が国の多国籍製造業の現地法人の行動モデルの構
造はアメリカやECの現地法人に比して，はるかにグローバルにオープンで
表1 EC現地製造業の売上高経常利益率の決定因弾力性
(1987年度）
こ；一-------9竺間 4年間 2年間
現地販売率 2.42 2.53 
日本への販売率 0.204 0.458 
第(A三SE国AへNの現販地売企率業の第三国からの調達率） 0.382 0.433 
第(NT＝E国Sへ現の地販企売業率の第三国からの調達率） 0,369 0.246 
現地調達率 -1. 53 -2.15 
日本よりの調達率 -0. 259 -0. 489 
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ある。その中で ASEANの現地法人の行動の特徴は以下の 3点にある10)。
第1に，売上高・仕入比率を決定する 3つの調達行動の弾力性のレベルが
きわめて大きくまた正の符号をもつことである。
ASEANの行動モデルにおける第2の特徴は． アメリカと ECに立地さ
れた現地製造業の売上高経常利益率が． ASEANの売上高経常利益率を直
接的に変化させていることである。その意味で ASEANの現地法人は先進
国に立地された日本の現地法人の利益率のバッファーとしての機能を果たし
ている。いいかえれば． ASEANは， 利益率の領域においては， 我が国の
多国籍企業のグローバル戦略の最終的な調整領域となっている。
第31CASEANの第三国よりの調達は，アメリカと ECの第三国への輸
出によって規定され，しかもその方向はプラスである。したがって ASEAN
製品はアメリカ及びECの現地生産品とは補完関係にある。弾力性からみる
限り， EC製品との補完度が強い。 ASEANとその他地域との間でプロダ
クトサイクルのレベルが異なることが補完関係を成立せしめる原因である。
(2) 安定した調達構造と期待される販売システムの革新
ASEAN現地製造業の4年間推定（図 5参照）11)の売上高・仕入比率関数
と第三国よりの調達率関数は，ほぽ2年間推定と同様の決定因弾力性をもっ
ている。とりわけ売上高・仕入比率行動を決定する 3種類の調達率弾力性の
安定性はきわめて著しい。 4年間推定の現地調達率弾力性は64.7 (2年間推
定， 65.3)，日本からの調達率弾力性は49.8 (2年間推定， 45.4)，第三国よ
りの調達率弾力性は20.8 (2年間推定19.0)である。これは ASEAN現地
製造業の調達重視のロジスティクス構造が当面理想的システムのレベルにあ
ることの証拠である。
しかし売上高・仕入比率が売上高経常利益率を決定する程度は， 2年間推
10)前掲拙稿， 78-80ページ参照。
11) ASEAN現地製造業の行動モデルの推定結果は以下のとおりである。 (1)売上高・
仕入比率関数： RB2=0.784, SE=O. 31, (2)売上高経常利益率関数： RB2=0.405,
SE=5.34, (3)第三国よりの調達率関数： RB2=0.505, SE=7. 97。
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図5 ASEAN 現地製造業の因果連鎖行動モデル： 1987~9~度
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定ではかなり過大に評価されていたことがわかる。経常利益率の売上高・
仕入比率弾力性は 4年間推定によって 2年間推定の 1/7のレベル (5.5から
0.746)にまで低下している。その原因は販売の段階における流通・物流費
が経常利益率を圧迫するようになったからである。販売のロジスティクスシ
ステムの構築には大きな課題を残している。
売上高経常利益率を決定する他の 2つの要因である，アメリカ現地製造業
と EC現地製造業の売上高経常利益率弾力性もまた変動している。 しかし
それらが基本的にマイナスの符号をとることには変わりはない。つまり，
ASEAN現地製造業の利益率とアメリカと ECの現地製造業の利益率はト
レードオフの関係にある。先進国に立地された我が国の現地製造業が不況に
陥り， 利益率が低下するときに， ASEANはそのバッファーとしての役割
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を果しうるのである。これは ASEAN, アメリカおよび ECの現地製造業
の間でグローバルな水平分業がなされているからである。
この中で， ASEANの現地製造業の利益率に及ぼすアメリカ現地製造業
の利益率の作用が，絶対値でみて，ほとんどゼロのレベルにある点が注目さ
れよう。このような関係は傾向として次第にEC現地製造業の利益率の作用
においても現われている。これは，アメリカおよびECに立地する現地製造
業との間の相互依存的なネットワークの中で， ASEAN現地製造業が次
第に他とは独立した経済圏における行動を開始しつつあること， すなわち
ASEAN経済圏の強大化を意味している。
2. NIES現地製造業の行動モデル
(l ASEAN現地製造業と対照的なロジスティクスシステム
NIESの現地製造業の行動モデルの特徴12)を ASEAN現地製造業の行動
と対比して明らかにしよう。
まず， NIESの調達要因が売上高・仕入比率に与える作用は， ASEANと
は対照的にすぺてマイナスの作用を持っていることが注目される。もっとも
NIESの売上高・仕入比率は売上高経常利益率とマイナスの方向の因果関
係で結合しているから，利益率の面より最終的に判断すると，調達行動と利
益率はプラスの方向の因果関係によって結びつけられる。 この意味では，
NIESの特殊事情は ASEANの調達行動と利益率との関係に一致する。し
かも第三国よりの調達は別にして，現地調達と日本よりの調達の売上高・仕
入比率に対する弾力性の絶対値がきわめて大きな値をとっている点において
さえも， NIESとASEP.Nのモデルは類似している。したがって NISEの
ロジスティクス行動の評価は売上高経常利益率の視座よりなされなければな
らない。
第2に， NISE製品は日本製品およびアメリカ製品と競合し，他方EC製
12)前掲拙稿， 81-83ペー ジ参照。
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品とは補完的である。 この状況は， ASEAN製品がアメリカ製品および
EC製品と補完関係にあった事情とは若干異なっている。 ASEAN現地製造
業がアメリカと ECの現地製造業の利益調整機能を果たすべくグローバルな
ロジスティクスネットワークを構築する中で， NIES現地製造業はこの枠の
外にある。 ASEANと NIESはこの面からみても，アジアにおける二つの
異なる経済圏を形成している。
NIES現地製造業が差別化された標準化品と呼びうるプロダクトサイクル
のレベルの製品の生産に特化するならば，日本製品およびアメリカ現地製品
との競合関係は解消する。その時アジアは日本にとってさらに巨大な経済圏
として登場するであろう。 21世紀に向けた国際経営環境の変化に対応する物
流システムのあり方，とりわけコンテナ船物流と空運物流の間に成立する基
本的な補完性と部分的代替性を考慮したシステムの構築13)が，我が国製造業
の現地生産の国際競争力を拡大する上での基本的課題なのである。
(2) 求められるロジスティクスネットワークの拡大
一縮小均衡からの脱却一
我が国企業の設立した NIES現地製造業の4年間推定14)において特筆す
ペき点は，現地製造業の売上高・仕入比率がその売上高経常利益率を決定す
るという伝統的な因果関係が消失していることである。この直接的な因果の
径路に代わって現われたのが， EC現地製造業の第三国への販売率を連結環
とする迂回経路である。（図 6参照）。この迂回径路の成立を左右する径路の
前半部分は，図 4に示したEC現地製造業の第三国への販売率の決定関数の
4年間推定においてその有効性を確認できる。
この新径路の出現は， NIES現地製造業の行動（売上と仕入）とその成果
13)例えば，杉山武彦「国際物流における産業組織の変質を巡って」『海運経済研究』
25号． 1991年9月， 19-33ペー ジ。
14) NIES現地製造業の行動モデルの推定結果は以下のとおりである。 (1)売上高・仕
入比率関数： RB2=0.805, SE=O. 31, (2)売上高経常利益率関数： RB2=0.720, 
SE=l.54, (3)第三国よりの調達率関数： RB2=0.469, SE=6. 83。
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図6 NIES現地製造業の因果連鎖行動モデル： 1987~9紐F
（売上高経常利益率）がEC現地製造業のオープンなネットワークによって
支えられている事態を強く印象づけるものである。さらに， EC現地製造業
の第三国からの調達率の方は， 直接に NIES現地製造業の経常利益率の決
定にかかわるように， 従来の迂回径路 (2年間推定） より移行している。
NIESと ECの現地製造業の関係は， 従来にもまして益々強化されつつあ
る。
しかしその一方において，アメリカ現地製造業の調達行動が NIES現地
製造業に及ぽす作用 (2年間推定）は全く消滅し，取引の範囲が狭陰化して
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いる点にも注意する必要があろう。先に見た ASEAN現地製造業が， EC
とアメリカの現地製造業を巻き込んだ拡大志向的な調整機能を果たしていた
状況と比較すれば， NIES現地製造業の行動はこれとは対照的なものであ
る。 ECの経済統合の流れの中で， ECに限定した取引の連携強化は，自ら
を袋小路に追込む可能性がある。縮小均衡のプロセスからいかに脱却するか
が，今後の NIES現地製造業の課題であろう。
IV 第三国との間のロジスティクスネットワーク
第三国との間のロジスティクスネットワークは， 4年間推定の1990年の推
定結果を用いると図 7のように構成されている。破線は， 2年間推定ではそ
の作用が認められてたけいれども， 4年間推定ではそれが消滅したものを示
している。現地と日本という我が国の海外進出企業にとっての中核となる調
達と販売の領域ではなくて，このような第三国との間の取引領域に注目した
:............................................ ; 
図7 我が国企業の海外現地製造業の第三国との取引関係 (199訟F度）
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のは，この領域がいわば限界的取引領域として，現地製造業のロジスティク
スシステムの構造変化を敏感に反映するであろうことにある。事実，図に示
された 3つの破線はこの点をよくとらえているといえよう。
さて第三国との間のロジスティクスネットワークの中心を形成する要因
は，アメリカと ECに立地する現地製造業による販売行動と ASEANと
NIESに立地する現地製造業による調達行動である。これは販売重視型ロジ
スティクスシステムと調達重視型ロジスティクスシステムという 2大分類に
よく対応している。その中でアメリカに立地する現地製造業の第三国への販
売が利益率にマイナスの作用を及ぽしているのは，自己完結型ネットワーク
に固執しているためである。ここでは他地域の現地製造業に比して，ロジス
ティクスシステムのオープンな展開が著しく遅れている。
調達と販売についての中心的な 4つの行動の中でも根幹をなすものは，
ASEAN現地製造業の第三国よりの調達行動と EC現地製造業の第三国へ
の販売行動である。これらの 2つの行動が第三国との間の取引メカニズムを
支える中核的連結環である。なぜなら全体のネットワークは，とりわけこれ
ら2つの行動を通じて ASEANの売上経常利益率の要因に向かって集約し
ながら収敏しているからである。 この意味で， ASEAN現地製造業は我が
国の多国籍製造業の現地法人の利益の最終的な調整者であることが確認でき
よう。これに対して EC現地製造業は ASEAN現地製造業と NIES現地
製造業をつなぐ利益の連結的な調整者の地位にとどまるものである。
この利益調整のプロセスから浮かび上がるのは， 1つは大きなグローバル
化の流れである。第三国との間の調達と販売は，アメリカ現地製造業の販売
とEC現地製造業の調達の間に負の因果関係 (=-0.12)， すなわち製品の
競合関係がある点を除けば，すべて相互補完的関係で結ばれている。水平的
ならびに垂直的国際分業がグローバル化の流れの基礎にある。
もう 1つの流れはリージョナル化である。ここには我が国の現地製造業に
とり 2 つの活動的な経済圏がある。アメリカ •ASEAN • ECのゾーンと
ASEAN • EC • NIESのゾーンである。ところがアメリカと ECが単独で
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排他的リージョナル化を進めようとしている点は，我が国の現地製造業の活
動的経済圏を分断し， とりわけアメリカと ECの現地製造業の調達戦略と
ASEANと NIESの現地製造業の販売戦略に影響を及ぽすであろう。
グローバル化の中で展開されるリージョナル化の流れは，経済のプロック
化を伴うローカルコンテンツの割合の上昇となって現われる。成熟度の高い
製品の場合，現地調達，現地販売を軸にしたロジスティクスネットワークの
構築が求められるであろう。しかし本稿の分析は，現地製造業がこのような
閉鎖的行動によって利益をあげうるシステムには必ずしもなっていないこと
を示している。一方革新性の強い製品の場合， 日本をベースとするロジステ
ィクスネットワークが今後も支配するであろう。なぜなら，多くのケースに
おいて，求められるローカルコンテンツの高さは，製品（あるいは部品）の
もつ革新度とは逆相関の関係にあるからである。
